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総務省 地域情報化アドバイザー＆テレワークマネージャー
尾形誠治
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⾃⼰紹介 尾形誠治
会社：ネットワンシステムズ株式会社
拠点：中部⽀社（名古屋）
所属：中部事業本部 第２営業部 第２チーム エキスパート
その他：総務省 地域情報化アドバイザー

総務省 テレワークマネージャー
国家資格キャリアコンサルタント
⽇本テレワーク協会 サードワークプレイス研究部会副部会⻑

総務省事業
・平成28年度予算「ふるさとテレワーク推進事業」（塩尻市他）

塩尻市テレワークによる弊社業務委託拡⼤＋障害者雇⽤
・平成30年度予算「ふるさとテレワーク推進事業」

⻑野県⽴科町社会福祉型テレワーク拠点整備事業
・平成30年度「まちごとテレワーク調査事業」

静岡県静岡市（連携企業）、北海道岩⾒沢市（障害者雇⽤）
・令和5年度 テレワークを活⽤した地域課題解決事例の創出に関する実証事業

テレワークによる⾃治体連携協働就労地域モデル構築の実証（塩尻市、⽷⿂川市、⽴科町）
全国地域情報化推進協会（略称 APPLIC）

・令和4年度  ICT 利活⽤地域イノベーション委員会 ICT 利活⽤ワーキング
テレワークによる社会課題解決モデル検討タスクフォース社会課題解決検討

⽇本テレワーク協会
・令和6年度 サードワークプレイス研究部会⽴科合宿

⽴科 WORK TRIP 〜 Lakesaide Meeting参加



地⽅創⽣
テレワーク



デジタル⽥園都市国家構想総合戦略

※デジタル⽥園都市国家構想総合戦略（令和４年12⽉23⽇閣議決定）概要から抜粋 4



⼈⼝減少・少⼦⾼齢化対策とDX推進

（東京圏⼀極集中の是正）

地域⼒強化

（地⽅の経済やコミュニティを活性化）

DX⼈材育成

（リカレント
教育）

情報通信

基盤整備

（５G等）

テレワーク

センター

（雇⽤創出）

移住促進

（地⽅への⼈材や仕事の移動）

結婚・出産

⼦育ての⽀援

コワーキング
スペース

（働く場所）

関係⼈⼝

副業＆起業

地⽅創⽣テレワーク
〜デジタル化がもたらす新たな雇⽤機会〜
「時間や場所にとらわれない働き⽅」を推進し、地⽅でも都市と同等の収⼊が得られる環境を整
備することを⽬的としています。これにより、地⽅と都市の格差を縮め、地⽅の活性化や持続可
能な地域社会の実現に貢献する。

雇⽤創出型
テレワーク

企業進出型
テレワーク



出典：令和５年１２⽉２６⽇総務省 地域が抱える課題・検討の論点について



⽴科町テレワークセンターへの期待（デジ⽥の課題）

出典：令和５年１２⽉２６⽇総務省 地域が抱える課題・検討の論点について

テレワークセン
ター環境整備

住⺠テレワーカー
登録＆育成

地域課題の明確化
（⾃分らしく働ける仕
事の選択肢が少ない）

塩尻市振興公社
（KADO)の協⼒

更なるテレワーク
センター環境整備

テレワーク推進
メンバーの協⼒

テレワークセン
ターの法⼈化

住⺠ワーカーの
拡充と⾼度化

現
状

今
後



共助による
地域課題解決の可能性



QOLの向上

社会参加

財政難

⼈材不⾜

住⺠の課題認識と⾃治体の対応のズレ

⾃
治
体

住
⺠
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共助⾃治体

？

住⺠

地域課題

地域⼒の強化

⾃治体と住⺠による共助の重要性



テレワークセンターの価値

地域課題

住⺠
⼈材育成

雇⽤機会
（モチベーショ

ン）

スキルアップ
well-being

共助の関⼼
（地域貢献）

• デジタルスキル向上
• ⼼理的な安⼼感の提供
• ⾃主性や管理能⼒強化
（キャリア形成）

• 就職
• 起業
• フリーランス

• 社会的つながり
• ⾃⼰実現の機会
• ⽣活環境の改善

テレワーク
センター

• 新しい収⼊源（⽣活の安⼼感）
• 経験と⾃信（⾃⼰効⼒感）
• ⼦育て世代や⾼齢者への柔軟な
働き⽅の実現

• 住⺠のQOL向上
• 住⺠の社会参加
• ⾃治体の税収増加

• 新しい働き⽅を通した社会参加（⽴科町）
• ひとり親家庭等の在宅就業⽀援（塩尻市)
• ⼥性が希望する職種が少ないことによる
求⼈と求職のミスマッチ（⽷⿂川）

• デジタルスキル
• コミュニケーションスキル
• 専⾨スキル
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